
トップメッセージ

豊かで持続可能な
社会の実現に向けて
さらに安全で地球にやさしい
航空技術に挑戦し続けます。

現行のビジネスモデルからの

脱却と変革で厳しい事業環境を乗り越える

2019 年 に 発 生 し た 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症

（ COVID-19：以下感染症 ）は瞬く間に世界規模でのパン

デミックとなり、グローバル経済への甚大な影響へと波及

し、人流制限を引き起こしました。航空産業に携わる当社も

また、パンデミックによる航空旅客需要の消失による業績

悪化に直撃され、特に2020 年度～ 2021年度は1955年の

創業以来初めての2年連続での赤字決算を余儀なくされる

事態に陥りました。パンデミックの影響が顕在化した2020

年は先行き不透明感が色濃く業界全体を覆い尽くしていた

時期です。社内の閉塞感を打破するためにも当社の将来ビ

ジョンを再考すべきとの経営判断から、迅速で柔軟な取組

みを可能にする短期的な視野と、10 年先を見据えた2030

年におけるジャムコグループのあるべき姿、進むべき方向性

を明文化した「 JAMCO Vision 2030 」を2021年に策定し

ました。

JAMCO Visionの核となる課題認識として、「これまでの

常識・慣習に倣った現行のビジネスモデルからの脱却と変

革 」があります。当時のジャムコは創業 65年を超える老舗

JAMCO Vision 2030 に向けて

企業であり、「ジャムコ方式 」でのビジネスの慣習が根強く、

単年度ごとの改善・改革活動も成果を上げることができて

いませんでした。そのような企業文化での業績低迷からの脱

却を促すには大胆な意識改革が必要でした。

JAMCO Visionで掲げられている、航空宇宙産業を通じ

た価値創造企業グループ像を実現するためには、「自ら変革

していく意識を強く持つ」動機付けが必要です。この変革へ

の取組みをJAMCO Transformation、即ちJXと名付け、

2022年度よりその活動を開始しました。プロジェクトオー

ナーは私が務め、グループ全体で取り組んでいます。

改革のスタートは痛みを伴うことも多いですが、JX2022

に直接携わる従業員と周囲でサポートする従業員らが一丸

となって目指す方向に主体的に動いてくれています。併せて、

変革に必要な組織改革も実施しました。新設した技術イノ

ベーション統括部では、先端技術とイノベーションにより事

業領域を拡大し、さらなる企業価値の向上を目指して、全

社横断的な新規事業の検討も行っています。また、当社にお

けるサステナビリティへの取組みを強化すべくサステナビリ

ティ推進室※1を立ち上げました。CDP※2のスコアが数ラン

ク上がるなど、推進体制を整えた効果が出始めています。

経営環境の変化と課題認識

厳しい事業環境を乗り越えた先の体制強化へ

世界経済は、ウクライナ問題の長期化によるエネルギー

価格の高騰、原材料価格や金利の上昇、世界的なインフレ

による景気後退局面への懸念などにより、依然として不透

明な状況が続いています。他方、航空輸送業界では、新型

コロナウイルス感染症の鎮静化により旅客需要が回復し、

各国エアラインでは運休していた機体をサービスに戻す動

きや大口の機体発注などの動きが見られました。また、航

空機メーカーにおいても航空旅客需要の回復に伴う新造

機体の増産に取り組んでいます。

今後のさらなる需要回復に備えた応需体制強化と生産

業務効率改善活動を継続するとともに、国内外のサプライ

チェーンの強靭化とジャムコフィリピンの生産能力・機能拡

張計画にも着手しました。

2022 年度業績を振り返れば、航空旅客需要が国内線と

同様に、国際線の回復に伴う運航機数の増加などが当社の

業績回復につながり、2019 年度以来 3 年ぶりの黒字決算

となりました。

持続可能な社会への貢献

ジャムコの使命と顧客ニーズに応えた製品の提供

航空業界における重要な社会課題の一つが、カーボン

ニュートラルへの貢献です。この課題に取り組むことが

我々の責任であり、大きなビジネスチャンスでもあります。

取組みとしては大きく２つの方向性があり、一つは、軽量

化を追求することです。もう一つは、再生可能エネルギー

を活用し、自社製品の製造組み立てに関わるエネルギーの

ネットゼロ化を進めるとともに、製品へのリサイクル材料の

使用や、製造工程で発生する廃棄物及び製品自体のリサイ

クルを進めていくことです。

また、環境負荷の高い航空機の製造においても脱炭素化

の動きが加速しており、置換材料として炭素繊維の技術開

発が求められています。当社はこの研究において、航空機

分野へ炭素繊維複合材を納入してきた知見を生かして取り

組み、研究成果の社会実装を目指します。

さらに、eVTOL※3 に代表される新しいモビリティ時代

の到来が予想されていますが、我々はこの分野へもいろい

ろな形で貢献できると考えています。eVTOL はバッテリー

を搭載し飛行するため、航空機以上の軽量化が求められ、

当社の軽量でありながら耐久性に優れたものづくりのノウ

ハウを活かせる分野です。また安全に空を飛ばすためには

機体の定期的な運航整備が欠かせません。我々はヘリコプ

ターから飛行機に至る幅広い機種の整備を行っており、こ

こで培った整備の知見は新しいモビリティ時代においても

安全な運航の実現に貢献することができると考えています。

withコロナ時代では機内の衛生的な安心を提供するこ

とも重要なサービスです。航空機内の空気は数分おきに

きれいな空気と入れ替えられる仕組みになっているのです

が、機内で過ごすことに心理的な不安を抱くお客様もいま

す。特に、ラバトリー（ 化粧室 ）の衛生環境の一層の整備

は、お客様の不安を軽減するために必要な対策と考えてい

ます。当社は全日本空輸株式会社と共同開発したハンズフ

リー・トイレ・ドアの提供を2021 年より開始しました。今

後もタッチレスをキーワードにラバトリー製品の開発など

お客様が安心して空の旅を過ごせるキャビン環境づくりに

取り組んでいきます。

代表取締役社長

さらに、ビジネスの変革、社内組織改革を促進させるた

めの人財育成にも重点的にリソースを振り分ける方針の下、

DX 人財育成プロジェクトも始動させています。これは長期

的かつ幅広い視野を備えた次代の変革リーダーたる DX 人

財の育成、役職員全体の変革意識の向上とデジタルリテラ

シーの醸成を図ることが目的です。私もeラーニングなどで

従業員と一緒になって学んでいます。顧客のニーズに応える

製品・サービスの供給を実現するには専門的で高度な知識、

技量、経験を有する人財が必要であり、当社における人財は

最も重要な資産であると認識しています。

2024年度までに基礎課題の解決に全力で取り組むことで、

JXの成長ステージとなる「JX2025変革始動期」へつなぎ、

ジャムコグループの進化をステークホルダーの皆様と体感し

ながら「JX2028 変革拡大期」を迎えたいと考えています。
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※1：2023年4月1日付でサステナビリティ推進部へ昇格 

※2： CDP（旧称：カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト）は、持続可能な経済構築のために活動する非営利組織。気候変動、水セキュリティ、森林減少リスク・コモ
ディティの各分野における企業の取組み状況を分析し、A~Dまでのスコアで評価するもの。

※3： 「Electric Vertical Take-Off and Landing aircraft」電動・垂直離着陸型の機体です。

　　 出所は国交省の右サイト。001400794.pdf (mlit.go.jp) 001429460.pdf (mlit.go.jp) 

トップメッセージ/ 社会課題へのアプローチ

ESG経営の取組み

時代が要請する社会課題の解決に貢献する

戦後の日本において航空機にかかるあらゆることが禁止

された時代を経て、伊藤忠商事が米国より輸入した航空機

の整備を行う会社として1955 年、当社の前身企業が設立

されました。その後、航空機を自社で開発し型式証明を取

得するまでに至りました。そこで身に着けた航空機に関す

る開発能力や製造ノウハウ、また認証を取得するための知

識を礎に、現在に至るまでさまざまな要請に応え続けてい

ます。

当社は 1970 年に初めてギャレー（ 厨房設備 ）を受注して

旅客機の内装品の開発・製造を始めました。その後、ジャ

ンボジェットに代表される大量輸送時代に受注が増え、成

長してきました。2001 年のアメリカ同時多発テロ事件が発

生した際には、機体メーカーからの要請を受けコックピッ

トへの人の侵入を防ぐ、より堅牢なコックピットドアを開発

し他社に先駆けていち早く供給を開始しました。また、現

在の旅は、ラグジュアリーさも求められるようになり、当社

はプレミアムクラスを対象としたシートビジネスに参入す

るなど、その時代における要請に真摯に向き合い、事業を

行ってきました。

一方で、当社は創立50周年を機に､ 創業以来代々の経営

者が伝えてきた経営方針の根底にある普遍的な行動原理を

再認識し､ 2005年にそれまで歩んできた50年を総括し､ こ

れから進むべき道標として、次の経営理念をまとめました。

この経営理念を全グループ従業員が理解､ 共有することに

より､ さらなる企業価値の向上に努めようとしたものですが、

今振り返れば、この理念は、いわゆる、E（環境への配慮）、

S(社会的責任)、G（企業統治）の精神を包摂した内容と

なっていることがわかります。

そして今、サステナビリティに関するさまざまな課題があ

るなかでも、当社が掲げる「経営理念」を礎に、これまでと

変わらず社会課題を解決する製品やサービスを提供し、それ

が当社の持続的な発展に資する価値を生み、当社に関わるす

べての人々に還元される、そのような企業であり続けたいと

思います。

ステークホルダーの皆様へ

航空宇宙産業を通じた価値創造グループとして成長を

当社は2020年度からの2年間、新型コロナウイルス感染

症によるパンデミックの影響で未曾有の困難に直面し、当

社始まって以来の多額の赤字決算となりました。その間、ス

テークホルダーの皆様方には従来と変わらぬご支援ご協力

をいただき、昨年度2022年度の決算で黒字決算を達成す

ることができたことを深く感謝し、御礼申し上げます。

当社グループは、JAMCO Vision 2030の掲げる次世代

の企業に向かって、航空業界を基軸に培った技術と品質で、

航空宇宙産業を通じた価値創造グループとして、快適で持続

可能な社会へ貢献し続けてまいります。

引き続き従来と変わらぬご支援を賜りますようよろしくお

願い申し上げます。

社会課題へのアプローチ
ジャムコグループは創業以来、航空機整備、航空機内装品、航空機器製造の製品・サービスの提供を通じ、快適で安心安全な空

の旅に貢献してきました。また時代とともに地球環境をはじめとしたさまざまな社会課題の解決にも取り組んできました。

2021 年８月には、課題解決に向けた取組みを一層強化するため、「サステナビリティ推進ボード（ Sustainability Promotion 

Board：以下 SPB ）を設置し、サステナビリティ活動を推進してきました。

当社は「自然との共生をはかり、豊かな社会づくりに貢

献します。」との経営理念の実現に向けてサステナビリティ

活動を推進し、社業を通じて社会に貢献することを経営基

SPBは、経営層によるサステナビリティに関する内部統制

組織と位置付け、社長を議長にサステナビリティ推進、業務

統括、経理財務をそれぞれ担当する執行役員で構成していま

す。SPBでは、当会社のビジョンや経営戦略に影響を及ぼす

ようなサステナビリティに関する重要な方針の決定及び重要

課題（マテリアリティ）の特定、並びにこれらに関する施策

や重要事項を決定するとともに、サステナビリティ活動全体

の実効性の監視、監督を行っています。また、その決定事項

や活動状況については、適時、取締役会に報告しています。 

また2050 年に向けたカーボンニュートラルをはじめとし

た環境課題への対応はもとより、ESG（環境・社会・ガバナ

ンス）、SDGs（持続可能な開発目標）を踏まえた中長期的

な視点でサステナビリティへの取組みを推進しています。

本方針に掲げています。今後もサステナビリティ経営を基

軸にステークホルダーの皆様との信頼関係を重視しなが

ら、豊かで持続可能な社会づくりに貢献していきます。

サステナビリティ経営の推進

	 	グローバル社会が直面する地球環境問題を
はじめとしたさまざまな課題に挑戦します。

				地球温暖化の問題を喫緊の課題と認識し、
あらゆる環境負荷低減施策に取り組みます。

		  事業環境の変化を新たな成長の機会と捉え、
より安全で安心な製品・サービスの提供を
通じて持続可能な社会づくりと企業価値の
向上を目指します。

ジャムコグループは、自然との共生をはかり、企業活動を通じ
て人々の幸せと豊かな社会づくりを追求し、世界の持続的な
発展に貢献していきます。

サステナビリティ基本方針

事業活動を通じた
SDGsの実現 ジャムコは社会課題解決への取

組みに当たって、事業とSDGs の

関連性の検討を進め、SDGs の周

知においてSDGs をテーマにした

教育を実施し、事業活動を通じた

SDGs の実現を目指しています。

技術のジャムコは、士魂の気概をもって

一、夢の実現にむけて挑戦しつづけます。

一、 お客様の喜びと社員の幸せを求めていきます。

一、 自然との共生をはかり、豊かな社会づくりに

貢献します。

経営理念

■ サステナビリティマネジメント
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持続可能な社会の実現に貢献するジャムコのサステナビリティ・マネジメント

社会課題解決へのアプローチ
サステナビリティ課題への対応は、企業が存続するうえで必須の活動であるとともに、企業自身の発展

にもつながる価値創造の機会と捉えています。

当社では、ジャムコグループのサステナビリティ活動を組織的に統括して確実に推進していくために、代

表取締役社長を議長に、経営層による「サステナビリティ推進ボード（SPB）」を設置しています。SPBでは

これまでに、グループのサステナビリティに関する基本方針を取締役会に上程して定め、また、重点的に取

り組むべき事項として７項目のマテリアリティ（重要課題）の特定と、各マテリアリティに関して2030年に

おけるジャムコグループのあるべき姿を設定しました。

JAMCO Vision 2030の推進
ジャムコグループの長期ビジョン「JAMCO Vision 2030」を実現するための戦略である「Action 

Plan2030（AP2030）」では、JX（JAMCO Transformation：成長戦略の遂行）、SX（サステナビリティ

課題対応）、HRX（戦略的DX人財育成）の３つの戦略により事業モデルを変革し、航空宇宙産業を通じた価値創造企業グループへと発展す

るためのロードマップを定めています。このなかでSX推進プログラムでは、ジャムコグループの経営理念に基づいて定めた「サステナビリティ

についての基本方針：自然との共生をはかり、企業活動を通じて人々の幸せと豊かな社会づくりを追求し、世界の持続的な発展に貢献してい

きます。」に則して、マテリアリティをはじめとしたさまざまな課題への対応を推進しています。

カーボンニュートラルへの貢献
航空機の軽量化は燃費を改善し、CO2 排出量の削減につながります。炭素繊維複合材は軽量かつ強度に優れており、航空機では機体や翼

などの構造部材や客室内装品等で幅広く活用されており必要不可欠な素材となっています。当社製品における具体例として、航空機内装品

事業部の現在の主力製品であるギャレー（厨房設備）やラバトリー（化粧室）で使用しているハニカムパネルの素材には、以前はガラス繊維

（GFRP）を主に使用していましたが、ボーイング787向け製品ではこれを炭素繊維（CFRP）に変更することによって約20％の軽量化を実現

しました。エアバス機の例では同社の多くの機体で当社の炭素繊維構造部材が使用されており、機体の軽量化に貢献しています。また、最近で

は軽量化以外にもESGやSDGsを強く意識した製品へのニーズが高まっていることから、より高度で革新的な技術による製品開発や炭素繊維

複合材をはじめとした製品のリサイクルの研究なども進めています。

これからもジャムコグループでは、製品・サービスの提供を通じてさまざまな社会課題の解決に役立てるように努めてまいるとともに、価値

創造企業として発展していくことを目指してまいります。

人的資本への対応について
当社は、「航空業界を基軸に、技術力を生かした付加価値の高い製品及びサービスを供給する。」を経営基本方針の一つに掲げ、飛行安全の

確保と品質の向上を最優先に、顧客のニーズに応える製品・サービスの供給に努めています。その実現には、専門的で高度な知識・技量・能

力、経験を有する人財が必要であり、当社における人財は最も重要な資産であると言えます。またVUCAと呼ばれる不確実で先が見通しにく

い時代において、環境の変化に柔軟に対応しながら、持続的に企業価値を向上させていくためには、新たな事業リスクへの対応や事業機会の

創出がより一層求められています。このような変化に順応するための人財の確保や育成が急務となっています。こうした点も踏まえて育成面に

ついては、先に紹介した戦略的DX人財育成プロジェクトを始動させています。また、新たな未来を切り拓く人財を育成すると同時に、マテリ

アリティの一つとして「生き生きとした職場づくり」を掲げました。一人ひとりが誇りを持ち生き生きと働くことのできる職場の環境づくりに

注力し、安全に、心身ともに健康で働けるような職場づくりはもとより、ダイバーシティやワークライフバランスの推進にも継続的に取り組ん

でまいります。

社会課題へのアプローチ/ 担当役員メッセージ

本社機構にサステナビリティ推進部を置き、同部はSPB事務局として、グループのサステナビリティ全体の取組みを統括するとと

もに、SPBの方針に沿ってマテリアリティ等の実務対応をするワーキング・グループの活動を主導して、気候変動課題への取組みを

含めた活動を推進しています。サステナビリティ推進担当執行役員は、これらの活動状況を定期的に取締役会へ報告しています。

事業活動を通じた
SDGsの実現

EMS推進委員会は、社内規程及びISO14001環境マネジ

メントシステムに則した環境保全活動を推進する組織です。

サステナビリティ推進担当執行役員（環境統括責任者）を委

員長にサステナビリティ推進部にEMS推進委員会事務局を

置き、各事業部長及びサステナビリティ推進部長（ともに、

環境管理責任者）並びに各職場のエコリーダーを委員とし

て構成しています。

CSR推進委員会は、ISO26000中核主題等の社会的な課

題全般に対応するためのCSR活動を推進する組織です。サ

ステナビリティ推進担当執行役員を委員長にサステナビリ

ティ推進部にCSR推進委員会事務局を置き、それぞれの社

会課題を主管する事業部及び本社各部門を代表する委員で

構成しています。

EMS 推進委員会 CSR 推進委員会

木村 敏和
取締役　副社長執行役員　
サステナビリティ推進担当

担当役員
メッセージ

取締役会

社　長

サステナビリティ推進ボード

EMS推進委員会

各サイト 環境組織
各種ワーキング・グループ

CSR推進委員会

議長　　：社長
メンバー：担当執行役員（サステナビリティ推進／業務統括／経理財務）
事務局　：サステナビリティ推進部

■ サステナビリティ活動の推進体制
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